
新経済プラン（仮称）および地域未来戦略について

①新経済プラン（仮称）の検討開始の背景

・物価高騰や継続的な賃上げに加え、目まぐるしく変わる国際情勢など、県内企業を取り巻く経営環境が大きく変化し

ている中で、その状況に的確に対応していくため、現行の「ふくいＮＥＷ経済ビジョン」（計画期間：Ｒ５～９年

度）の改定に早期着手し、次の計画策定の検討を開始する。

②新経済プラン（仮称）策定に向けた進め方 ＜６月議会において予算案を上程＞

・県内経営者や若手起業家等と知事との車座による意見交換や、経営課題等に関する県内企業へのアンケートとあわせ

て、経済界や有識者で構成する策定委員会において新経済プラン（仮称）を検討する。
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１ 新経済プラン（仮称）について

※社会情勢の変化や議論の進捗により、会議回数の増やＲ９年度に入っての策定も検討

県内企業へのアンケート
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①地域未来戦略の概要

・地方創生を推進するため、大規模な産業投資とインフラ整備を一体的に行い、地域ごとに産業クラスター（産業集

積）を形成・強化する国の政策

・地域未来戦略は、国が策定する「Ａ.戦略産業クラスター計画」、知事主導で都道府県等が策定する「地域産業成長

プラン（Ｂ.地域産業クラスター計画、Ｃ.地場産業成長プラン）」で構成される。（※詳細は次ページ）

②地域未来基金の創設 ＜６月議会において予算案、条例案を上程＞

・「強い経済」の実現の観点から、産業クラスターの形成や地場産業の付加価値向上、販路開拓を推進するため、普通

交付税に算定される見込みとなったことから、６月議会において「福井県地域未来基金」を創設

・地域未来基金については、地域産業成長プランに位置付ける事業の財源に充当することを想定

③地域産業成長プラン策定に向けた進め方

・県の各部局および県内各市町と調整するとともに、新経済プラン（仮称）策定委員会など外部有識者等からの意見

聴取の上、地域産業成長プランを策定していく。

・新経済プラン（仮称）の骨子策定と合わせて、１２月頃に地域産業成長プランを策定し、Ｒ９年度当初予算以降の基

金の取り崩し（予算化）を想定

２ 地域未来戦略について
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【地域未来基金条例（案）抜粋】第１条 地域産業の成長発展に資する事業に要する経費の財源に充てるため、

福井県地域未来基金（以下「基金」という。）を設置する。

【積立見込額】５５億円（財源：一般財源（普通交付税措置））



【参考】令和８年３月４日 地域未来戦略に関する関係副大臣等会議（第２回）資料
都道府県等が策定
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